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本稿は現代日本家族の変化を主題とする．2010

年代以降も日本の家族は変化し続けているが，変化

は形態面においてとくに顕著である．国勢調査によ

れば，一般世帯に占める単独世帯の割合は2020年

には38.1％に達し，2010年の32.4％から5ポイント

以上増加した．65歳以上人口に占める単独世帯人

口の割合も16.4％から19.0％に増えており，いわゆ

る単身社会化は高齢層でも進んでいる．

国勢調査などの官庁統計は，家族関係の詳細を捉

えたり，変化に関連する要因を検討を深めたりする

うえでは限界があるため，わが国の家族について全

国規模で多角的に捉えることを可能にする調査デー

タが求められる．日本家族社会学会全国家族調査委

員会では，全国家族調査（National Family Re-

search of Japan ; NFRJ）を1998年度から2018年度

まで過去4回実施してきた．2008年度までの調査結

果は書籍（稲葉昭英他編，2016, 『日本の家族1999‒

2009』東京大学出版会など）にまとめられている

が，本稿は主にその第4回調査（以下NFRJ18．

2019年1月～4月実査，標本は28‒72歳の全国の男

女約3,000名）を踏まえて，21世紀の現代日本家族

の変化に関する新しい知見を報告することを目的と

する．

NFRJは，回答者を中心とした親族との居住距離

や，それら親族との援助の関係などを複合的に捉え

る調査項目を含んでいる点に特徴がある．まず，成

人した子どもとその親の世代間関係について，居住

関係についての知見を見てみよう．NFRJ18から，

夫が60歳未満の有配偶回答者について夫親・妻親

との居住距離をみると（表1を参照），同居（同敷

地の別棟などは除く）の割合は夫親15.2％, 妻親

7.1％となった．10年前に比べ夫親については減少

したものの，妻親についてはほぼ同じである．ま

た，30分未満（同居を含む）の距離に住む割合は，

夫親49.5％, 妻親42.0％であり，夫親・妻親ともに

この10年で減少傾向にある．有配偶の成人子から

みた親との居住距離は，遠くなる傾向にあるよう

だ．こうした変化に関連する要因を知るため，とく

に減少の程度が大きい，夫親との同居について多変

量解析を用いて分析した．夫の年齢が高く，都市規

模が小さい場合に同居しやすいといった，これまで

にも観察されてきた伝統的なパターンが見られる

表1.　親子の居住距離の変化（NFRJ98・08・18）
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が，夫の両親が健在であるかどうかは同居と関連し

ないなど，相対的に新しい傾向も見られる．

このように世代間の居住距離が拡大していること

は，世代間での援助の傾向にも関連しているようで

ある．援助関係の測定には，過去1年間の間の金銭

的援助（小遣い，贈与など），看病や家事・育児な

どの「手伝い」の授受という，2つの項目について

の有配偶女性の回答を用いた（回答者の性別による

違いが大きいことが知られているため）．過去1年

間に，夫または妻の親に金銭的な援助をしたと回答

した有配偶女性の割合は，夫親8.5％, 妻親13.5％で

あった．ぎゃくに金銭的援助を受けたと回答した割

合は，夫親15.9％, 妻親21.5％であった．これらの

数値はどれもこの10年間に10から15ポイント以上

減少している．これに対して，手伝いをしたと回答

した割合は夫親25.7％, 妻親40.3％, 手伝いを受けた

と回答した割合は夫親25.7％, 妻親40.3％であった．

10年前と比較した，手伝いを受けた割合の減少幅

は，夫親で約10ポイント，妻親で約1ポイントであ

り，夫親で減少が顕著である．同様に，手伝いをし

た割合の減少幅は夫親約18ポイント，妻親約7ポイ

ントと，やはり夫親で顕著に減少している．夫親，

妻親の双方が健在であるケースについて，それぞれ

に対して援助を提供したかどうかに注目してその変

化を観察した．金銭的援助については，どちらの親

にも援助をしていない者の割合が82.5％であり，前

回調査から19ポイント増加した．手伝いについて

は，どちらの親にも援助をしていない者の割合が

47.8％（前回調査から14ポイント増加），妻親にの

み援助した割合が28.2％（5ポイント増加），夫親に

のみ援助した割合が11.3％（8ポイント減少）と

なっている．「妻親にのみ」が増加していることは，

介護・看護などのケアのあり方との関連を示唆して

おり，興味深い．総じて，妻からみた夫親・妻親へ

の援助は，いわば「バランス」の取れたものから，

妻親との関係に比重を置いたものへと変化したこと

がうかがえる．夫婦がそれぞれ自分の親に対して援

助する傾向を「個人化」と呼ぶならば（大和礼子，

2017, 『オトナ親子の同居・近居・援助 : 夫婦の個人

化と性別分業の間』学文社），この10年間で世代間

の援助関係において個人化が進展したと考えること

も可能だろう．この点に関連して，居住距離と金銭

的援助関係の関連を分析すると，NFRJ08において

は，夫親，妻親ともに，30分未満の距離に住んで

いる場合に，それ以上の距離に住む場合よりも親子

間の金銭的援助の授受が起こりやすい傾向が見られ

たが，NFRJ18ではそうした傾向は（妻親への金銭

的援助の提供を除き）見られなくなっていた．これ

が，近くに住むことと緊密な援助関係との結びつき

の弱まりを意味すると考えるならば，この点もまた

世代間の援助関係における「個人化」を示唆すると

みることができる．

なお，親族間のサポート関係については，困った

とき（お金が必要であるなど）に親や兄弟姉妹，子

どもを頼りにすると答えた割合は，過去10年の間

に低下傾向にあることが示されている（菅野剛，

2021, 「サポート・ネットワークについての記述的

分析：1999/2004/2009/2019年の経時比較」保田時

男・吉田崇（編）『第3巻親族サポート・ネットワー

ク』（第4回全国家族調査（NFRJ18）第2次報告

書），pp. 128‒140）．上記の知見とあわせて考える

と，近年において，世代間関係は相互的な援助とい

う面ではその役割を相対的に弱めていることが示唆

される．

最後に，NFRJは夫婦関係についても多様な調査

項目を含んでいるため，夫婦間の家事・育児分担の

変化について触れる．ここでは家事として「食事の

用意」「洗濯」「そうじ」，育児として「子どもと遊ぶ」

「子どもの身の回りの世話」（ただし6歳以下の子が

いる者のみ）という合計5項目について，夫が28歳

以上60歳未満の夫，妻について本人の回答を集計

し，10年の変化を検討した．「週2～3回」以上行っ

ていると答えた割合に注目すると，家事のうち「洗

濯」「そうじ」については，「週2～3回」以上行う

と回答した夫の割合は増大したものの，最も割合の

高い「そうじ」でも夫25.2％, 妻82.7％となってお
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り，依然として夫の家事遂行の水準は妻のそれを大

きく下回る．育児については，「子どもの身の回り

の世話」を「週2～3回」以上行う夫は69.5％と，10

年で13ポイント増大したが，妻の回答割合はほと

んど低下していないため，夫婦の水準の差は依然と

して顕著である．

上記で夫の遂行水準に一定の増加がみられた「洗

濯」「子どもの身の回りの世話」について，それら

に関連する要因が変化したかどうか，多変量解析を

用いて分析した．関連する要因のパターンについ

て，全体として大きな変化は見られないものの，幾

つかの違いが観察される．まず「洗濯」について，

「夫の労働時間」がNFRJ08では有意な負の関連を

示したが，NFRJ18では有意ではなかった．また，

「子どもの身の回りの世話」について，「妻が正規雇

用」（ダミー変数）はNFRJ08では有意ではなかっ

たが，NFRJ18では有意な正の関連を示した．これ

らはどちらも夫婦の就労に関わる変数であることは

注目に値する．「洗濯」についての知見は，夫の家

事遂行の少なくとも一部は，夫の労働時間の多寡で

は説明できないことを示しているし，「子どもの身

の回りの世話」についての知見は，妻のフルタイム

就労である場合に夫の育児遂行水準が高くなりやす

くなったことを示している．これらからは，本格的

な夫婦共働きの進展とともに，夫の家事・育児の遂

行を促進する要因に変化が生じていることを示唆し

ているが，この点については，更に他の分析を通じ

て詳細に検討することが求められる．

以上，本稿では，世代間の居住関係，援助関係，

夫婦間の家事・育児分担という，NFRJでも調査関

心の中心に位置する項目を中心に，この10年にお

ける変化と連続性に注目して，主として記述的な分

析による知見を紹介した．ここで注目した世代間関

係，夫婦関係はどちらも，たとえば少子高齢化や経

済情勢の変化といった，現代日本の社会変動という

共通した文脈のもとにあり，それらの変化も互いに

関連していると考えられる．本稿では扱えなかった

が，近年，未婚化を中心として，結婚という制度じ

たいの変化が生じている（稲葉昭英，2023, 「結婚の

脱制度化命題の検討」『三田社会学』28:3‒18）．こ

のことは，有配偶者や結婚した成人子のみに注目し

て世代間関係や夫婦関係の変化を論じることの限界

を示唆する．NFRJ18などを用いた今後の家族研究

において，現代家族の変化を構造的，複眼的に捉え

ることがますます求められるだろう．


